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1  はじめに

今回の沖縄報道の全体像を知るために，政府と県主催の復帰50年記念式

典を受けての2022年5月16日紙面の1面見出しを拾った。新聞は「主人

公」を誰に見立てたか。各紙の視点が明確に反映されていた。

沖縄2紙は「平和」をキーワードに玉城デニー知事の発言を主にした。沖

縄以外の県紙のほとんども沖縄を主語とした。共同通信の配信記事を掲載し

ていたこともあろうが，国ではなく沖縄においていたところに，全国の県紙

の位置を知ることができよう。

全国紙は主語が首相と沖縄に分かれた。この違いは沖縄問題に限らない。

沖縄の日本復帰50年を全国紙，県紙は積極的に報道した。2022
年5月15日の「復帰の日」と政府・県主催による沖縄復帰50周年
記念式典を受けての16日の新聞は，各紙とも1面，社会面，特集面
など多様に展開。事前の連載，ルポを含め新聞の関心が沖縄に集中
したのは施政権返還時の1972年以来だろうか。1995年の米兵によ
る少女暴行事件と反基地への民意の高まり，2010年代の翁長雄志
前知事と安倍政権との対峙など，寄せては返す沖縄報道の波の中で
も「復帰50年」は最大値の扱いであった。“祭り”は終わり，報道の
波は再び引いていくのか。辺野古新基地建設に中国脅威論を加えた

「基地の島」としての関心は続くかもしれない。“祭り”を通して『沖
縄の眼差し』と『沖縄への眼差し』は交差した。沖縄を理解し，日本
を知る展開を見せていた。沖縄の地から新聞評を届ける。

今回の沖縄報道について，沖縄タイムス，琉球新報の沖縄2紙と，
全国紙（日本経済新聞，朝日新聞，読売新聞，毎日新聞，産経新聞），
沖縄以外の県紙（ブロック紙も含めた）を比較していく。（新聞社名
は一部簡略して表記）
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日経，読売は岸田文雄首相の発言を重視し，朝日，毎日が沖縄の「平和」

を見出しにとった。読売は3本目の見出しに知事を加えている。

いくつか紹介する（表1）。
沖縄２紙は次のとおり。

沖タイは「平和の島　実現要求」「知事『基地なお過重』」「首相，抑止力

維持強調」。琉新は「平和、豊かな美ら島へ」「知事，辺野古触れず」。

県紙「沖縄　基地なき島遠く」（神戸），「『平和の島』どこに」（福井），

「米軍基地負担　なお集中」「知事，『平和の島，達成されず』」（佐賀）。

全国紙は次のとおり。

日経「首相『強い経済を実現』」「基地負担軽減を強調」。読売「首相『強

い経済実現』」「基地負担減へ決意」「知事『平和の島　達成されず』」。

朝日「『平和の島』達成されず」「続く過重な基地負担　沖縄知事，式典

で訴え」。毎日「復帰50年　誓い半ば」「沖縄知事『平和の島に』」。

産経は「国と沖縄　歩み寄る未来へ」「陛下　『努力に敬意』」。

表1　５月16日1面見出し比較
紙　名 見　出　し

沖縄2紙
沖タイ 「平和の島　実現要求」「知事『基地なお過重』」

「首相，抑止力維持強調」
琉　新 「平和，豊かな美ら島へ」「知事，辺野古触れず」

県　紙

神　戸 「沖縄　基地なき島遠く」
福　井 「『平和の島』どこに」

佐　賀 「米軍基地負担　なお集中」
「知事，『平和の島，達成されず』」

全国紙

日　経 「首相『強い経済を実現』」
「基地負担軽減を強調」

読　売
「首相『強い経済実現』」
「基地負担減へ決意」
「知事『平和の島　達成されず』」

朝　日 「『平和の島』達成されず」
「続く過重な基地負担　沖縄知事，式典で訴え」

毎　日 「復帰50年　誓い半ば」
「沖縄知事『平和の島に』」

産　経 「国と沖縄　歩み寄る未来へ」
「陛下　『努力に敬意』」
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このような1面見出しの主語の違いは，過去の沖縄報道を思い出させる。

1996年3月，大田昌秀知事を国（村山富市首相）が訴えた米軍用地強制

使用にかかわる裁判にメディアの目が注がれた。その判決を全国紙は「国

側勝訴」と伝え，沖縄2紙は「知事（県側）敗訴」とつけた。

私は次のように考えた。

「沖縄基地問題においては安全保障の面からの国益と，人権や自治権を中

心とした県益という議論の立て方がされる。国の安全保障が上位の価値とし

て論じられる場合は，国民の命や暮らしを後景にすることを意味する。新聞

はその判断を自覚的に行っている」（拙著『新聞が見つめた沖縄』）。

2  「沖縄の眼差し」
2-1  記事編

琉球新報は主張の強い5月15日紙面となった（画像1）。

画像1　琉球新報「復帰50年特別号」（2022年5月15日）

琉球新報社提供
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復帰50年特別号は通常紙面に加え別刷り4ページをラッピングで作成。

72年5月15日復刻版は「変わらぬ基地　続く苦悩」の見出し。対面の

2022年5月15日紙面も「変わらぬ基地　続く苦悩」。50年の歳月をはさん

で同じ見出しで沖縄を位置づけた。続く見出しは72年「いま　祖国に帰

る」，50年後は「いま　日本に問う」。

72年紙面は「沖縄の復帰を告げるサイレンと汽笛が午前零時を期して

いっせいに鳴り響いた」と沖縄県発足を描く。米軍の沖縄統治の最高責任

者ランパート高等弁務官が嘉手納基地から去り，政府は「国家の慶事」と

して東京と那覇で復帰記念式典を開催する。「県民の心は重い」。極東一を

誇る嘉手納基地をはじめ米軍基地は存続し，「『太平洋のキーストーン』に

何の変化も見られない」「日本国民として主権の回復，平和憲法の適用と

なった」が，自衛隊配備，公用地暫定使用法に基づく土地の強制使用，本

土大資本の攻勢など「課題は多く，多難である」。

50年後の5月15日，「沖縄に集中する米軍の軍事優先の運用が住民生活

を脅かす状況は今も変わらない。4人に1人の住民が命を落とした地上戦を

経験した沖縄は『国防』の名の下に犠牲を強いられかねない状況が続いて

いる」「ヤマト（日本）の人々はどう応えるか」「沖縄の犠牲の上に成り立

つ『安全』にあぐらをかくのか。基地を抜本的に減らし，対話や交流の場

となる『平和の要石』に転換できるか。『復帰』50年の今，沖縄から問う」。

17日紙面で，新垣毅編集局次長が特別号の制作の経緯を説明している。

式典を前に「祝賀ムード一色になってはならない」と編集局内で声があがっ

た。「何度も基地の整理縮小や辺野古新基地建設反対の民意を示しても，省

みない日本を『祖国と呼んでいいのか』という疑問もベースにある」「有事

になれば再び戦場になり『捨て石』にされないか」という県民の不安，次世

代に負担を押し付けたくないという思いも紙面作りに込めた，と書いている。

通常の1面は「きょう日本復帰50年」「平和な島　なお遠く」のまとめ記

事。中3段に，ワトソン高等弁務官（64年8月〜66年10月）の「核兵器

を貯蔵していた」の証言記事。退任後の75年米軍インタビューを入手した
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ものだ。復帰前，沖縄の核配備は「公然の秘密」とされてきたが，米軍は

「否定も肯定もしない」政策だった。

2，3面の総合面は，71年に琉球政府から提出された「復帰措置に関する

建議書（屋良建議書）」に込めた沖縄の要望と，復帰50年の現状を4つの項

目で比較している。

地方自治は「日本国憲法で保障された自治権の確立を求めたが，その理

念の実現はされていない」と総括。反戦平和，経済開発，基本的人権につ

いても検証し，「屋良建議書」が復帰時に求めた「平和の島」は実現してい

ないと結論づけた。

経済面では，県内の国税徴収額（徴収決定済額）と国からの沖縄関係予

算（当初）を比較，2015年度から20年度まで国税徴収額が上回っていた。

近年は沖縄関係予算の減少と，県内経済の好調を背景とした税徴収が重なり

「支払い超過」状態が続いている。

「内閣府がまとめて予算付けする一括計上制度など，他府県にない特徴か

ら『米軍基地設置の見返りに予算措置で優遇されている』と誤解を生んで

いる。実際は県民が国に収めた税額が，国が県に支払う予算額より多い状態

が続いている」。

沖縄タイムスの5月15日紙面は，新聞の顔ともいえる題字をアレンジし

た。海をイメージした青地の波型を，県花のデイゴの赤い花と青空に変えて

「日本復帰50年」の文字（画像2）。
1面は「きょう復帰50年」を左肩に，トップは1950年に政府が作成した

とみられる行政協定の「草案」文書。2021年9月，外務省が公開した外交

資料に基づく。日米地位協定の前身となるもので，在日米軍が駐屯地区外で

訓練などを行う場合に，日米両政府の事前協議を義務づけるなど「より対

等な関係を模索していた状況がうかがえる」。「米軍にさまざまな特権を認

め，重い基地負担の要因となっている地位協定の在り方が改めて問われそう

だ」と書く。解説は「72年前の官僚が求めた対等性に立ち返り，主権国家
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と駐留米軍の在り方を見直すべきだ」と結んでいる。

両紙とも節目の1面に調査ものを用意した。

沖縄タイムスと琉球朝日放送による「あなたが選ぶ復帰50年10大ニュー

ス」のネットアンケートを1面，社会面で掲載。72年〜2021年の10大

ニュースから選んでいる。

1位・沖縄の復帰実現（72年），2位・首里城焼失（2019年），3位・米

兵暴行，総決起大会開催（95年）。興南高校野球部の甲子園春夏連覇

画像2　沖縄タイムス（2022年5月15日）1面

沖縄タイムス社提供
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（2010年），具志堅用高世界王者（1976年）や730交通変更（1978年）

などもエポックだった。米軍関係は3位のほか，4位沖縄国際大学への米軍

ヘリ墜落（2004年），9位普天間飛行場返還合意（1996年）の3件。

出版編集者の新城和博さんは3つの節目として「琉球処分・沖縄戦・日

本復帰」をあげ，「その時々で沖縄は揺れ動き，人々は沖縄って何なのかと

無意識に問いかけてきた」。注目したのは30代，40代が選んだ2013年の仲

井眞弘多知事による埋め立て承認（2世代とも8位。全体では13位）。知事

承認とあわせ「自民党の石破茂幹事長が県関係の自民国会議員5人を従え，

普天間飛行場の辺野古移設容認をアピールする様子は，琉球処分にも例えら

れた。若い世代にもインパクトがあったのだろう」と指摘する。

総合2面の記者コラム『視点』で，福元大輔編集委員が「本土並み」に

言及している。玉城知事がインタビューで，米軍基地の現状を「県民が期

待した『本土並み』には程遠い」と答え，報道機関も「県民が望んだ『本

土並み』は実現していない」と報じた，ことを受けての視点である。

1968年11月の自民党総裁選で佐藤栄作首相に敗れた三木武夫氏が沖縄返

還交渉における政府方針について「核抜き本土並み」を掲げた。「白紙」の

佐藤氏への批判としたが，3選を果たした佐藤首相自ら「核抜き本土並み」

を取り入れ，69年11月の日米首脳会談に盛り込んだと経緯を説明する。

沖縄の民意は，同じ68年11月の主席公選で当選した屋良朝苗氏が公約と

した「核も基地もない返還」であり，「本土並み」は「県民の期待や望みを

矮小化した」と批判。「県民の真なる願いは，本土並みでも，辺野古断念で

も，地位協定改定でもなく，本来の姿の『基地のない平和な島』を取り戻

すことである」と書いた。

「本土並み」への疑問は，すでに沖縄返還が決定した69年日米首脳会談を

受けての同紙社説（同年11月22日夕刊）で論じられていた。

「復帰運動が主張してきた『即時無条件全面返還』あるいは『反戦復帰』

と必ずしも同じ方向にあるものではなかった」。沖縄側の「核排除に固執す

る」ことによる「あいまいな点」が，日米両政府の「思うツボ」だったの
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ではないか。社説は「本土なみとは，いいかえるなら安保完全適用と同義

語」だとしたうえで，3年後と決まったばかりの復帰に，「そこに新たな差

別と疎外が待ち構えているとしても」と予測した。

◆ 記念式典の首相発言や歴史を問う

5月16日は2紙とも記念式典での岸田首相，玉城知事の発言に注目して

いる。

琉球新報の1面リードは，岸田首相の「沖縄の基地負担軽減に全力で取り

組む」，玉城知事「平和で豊かな沖縄の実現に向けて取り組んでほしい」の

発言。続いて「首相，知事ともに米軍普天間飛行場の返還，移設に伴う名

護市辺野古新基地建設について，直接的な言及はなかった」。

岸田首相は式典後に辺野古新基地建設が「唯一の解決策」と改めて表明。

玉城知事は「首相に渡した建議書には辺野古，普天間は含まれている。未

来志向の式辞にしたい思い」と談話を載せている。焦点である辺野古移設

を式典で語らなかったことを記事は追っている。

特別評論として政経グループ長の与那嶺松一郎記者は「歴史に『変容』

迫る日米同盟」を書いている。復帰記念式典会場の出入り口に，バイデン

米大統領サイン入りの「沖縄の返還は，日米関係の1ページが終わりを告

げ，新たな関係が始まったことを意味した」というメッセージボードがあっ

たことに触れ，与那嶺記者は「日米同盟の深化の歴史として沖縄返還から

の50年」を意義づけしていると読み解く。

大統領の「民主主義，自由そして法の支配に対する日本の断固とした支

援と，沖縄の貢献に深く感謝する」というメッセージや，式典での同様な

エマニュエル駐日大使発言を含め，「ロシアのウクライナ侵攻をはじめとす

る国際情勢を意味するのは間違いない」として「県民が平和を希求する日

にふさわしくない」と，与那嶺記者は反発する。「日米の軍事パートナー

シップを確認する出来事として，国家が『復帰』の歴史認識を変容しよう

とするならば，私たち県民は争わなければならない」と指摘した。
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社会面などでは，県民の声を式典会場や各地から集めている。

1944年8月，長崎へ向かった疎開船「対馬丸」は米軍の魚雷攻撃で沈没。

1,484人が死亡，うち学童は784人だった。両親ら家族9人を失った対馬丸

記念会の高良政勝代表理事（82）は県民代表あいさつで，「私たちの望ん

だ沖縄県はまだ道半ばの感があります。一日も早く沖縄が『世界平和の発

信地』となることを」と語った。

式典会場の光景を「沖縄戦体験に根差す非暴力による平和の大切さを発

信した。若者たちの合唱や伝統芸能の披露に沸き立つ場面もあった」と伝

える。一方，「お祝いにしてほしくない」と割り切れない思いの参加者も描

いた。

那覇市内で行われた労組や平和団体による「5・15平和とくらしを守る

県民大会」はほとんどの新聞社が扱った。沖縄タイムスも1面は記念式典を

中心に，5・15平和行進実行委員会と沖縄平和運動センター主催の県民大会，

岸田首相に玉城知事が第6次沖縄振興計画提出の3本を掲載した。

式典で岸田首相は「戦争で奪われた領土を外交交渉で回復したことは史

上まれ」と語った。この「領土」発言に「違和感を覚えた」と総合2面の

『視点』で政経部・大野亨
あき

恭
のり

記者が取り上げている。

「日本は，太平洋戦争で沖縄を本土防衛の『捨て石』にし，終戦7年後に

はサンフランシスコ講和条約で切り離した。講和条約の背景には，沖縄の

軍事占領を『提案』した『天皇メッセージ』が大きく影響したとされてい

る」。記者は問う。「この背景からすれば『奪われた領土』ではなく『差し

出した領土』ではないのか」「史上まれ，なのは間違いない。ようやく施政

権が戻った一地域に過重な基地負担を強要し続ける。このような領土回復

は，まれだ」。大野記者は「沖縄問題の解決は，政治家が沖縄の歴史に向き

合うことから始まる。有権者には政治家を見極める力が求められている」

と書いた。

岸田首相の「領土」発言は，琉球新報も3日後の5月19日1面トップで

扱った。企画記事『ファクトチェック』は，首相発言を「誤情報」だとし



157

第
2
章
　 

　
新
聞
は
何
を
伝
え
た
か

1 「沖縄の眼差し」と「沖縄への眼差し」

て朱印を押しての紙面作りだ。

外務省北米局北米第1課は同紙取材に「法的には沖縄は米国の領土になっ

たことはない。施政権が一時的に米国にいき，それが沖縄返還で日本に戻っ

た」と回答。記事は「首相式辞は事実と異なる」とした。豊下楢彦・元関

西学院大教授は「米国が領土不拡大方針に反して沖縄を奪って，後に返し

たと言っているに等しい」と述べている。

首相発言は，50年前の佐藤首相の言葉を下敷きにしているといわれる。

「大げさな言説からは，沖縄の人々が願った『基地のない平和な沖縄』は認

めず，日米の安全保障上の利害から基地を維持したまま返還を進めた歴史を

忘却したかのような姿勢が浮かび上がる」と追及した。

20日には琉球新報社説も取り上げた。両首相発言は「ナショナリズムに

訴え，国家の一大事業として強調したい保守政治家の意図が当時も今もある

のだろう」「沖縄を領土とだけ見なし，日本の安全保障に利用する国家の本

質が垣間見える」。

式典の模様が載る16日1面の沖縄タイムス。下段には論説委員のコラム

『大弦小弦』がある。この日の担当は阿部岳編集委員。

岸田首相と天皇陛下は復帰実現の要因を「日米両国の友好と信頼」だと

「口をそろえた」のだが，「沖縄を米軍支配下に切り捨てた当初の決定も日

米合作だったことに触れなければつじつまが合わない」。「日本の大多数は

基地押し付けの事実から目をそらし続ける。それぞれ『できること』『しな

ければならないこと』をしているか。節目はするりと去り，異常な51年目

が始まる」。

沖縄2紙の編集局長の文が，共同通信から各県紙に配信された。担当の編

集委員室も驚く掲載率の高さだったと伝え聞く。

「憂鬱」のふた文字ではじまる沖縄タイムスの与那嶺一枝局長。県民世論

調査で，復帰して「良かったと思う」が94％にもかかわらず，「祝意でも

失望でもなく憂鬱である」。
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要因を2つあげている。女性への深刻な人権侵害である米軍関係の暴行事

件が起き続けていること。「小手先だけの対策はまったくの無駄」と指摘す

る。もう1点は「激変する安全保障環境」。自衛隊の急速な与那国，宮古，

石垣へのミサイル部隊などの配備増強である。「台湾有事の備えというなら，

外交力の強化策や，146万県民を守る議論が政治家から出てこないのはなぜ

だろう」。

復帰50年に「米軍基地の負担に加えて，先祖返りしたような地政学的な台

湾有事への懸念までも押し付けられる事態になるとは，あまりにも皮肉だ」

と結んだ。

「構造的差別」を語るのは琉球新報の松元剛局長。

県の「新たな建議書」について，「沖縄に偏在する基地問題を『構造的，

差別的』と言い切ったのが特徴」ととらえる。「日米関係（日米同盟）を安

定させる仕組みとして，対米従属的日米関係の矛盾を沖縄に集中させる構造

的差別」（元沖縄大学学長の新崎盛暉氏）を引用し，「不平等」より険しい

響きの「差別」を用いざるをえない「民意の地殻変動が起きている」と表現。

「沖縄に横たわる不条理が改善されるには，国民全体の理解が深まること

が欠かせない」「この国の民主主義を問うリトマス試験紙の役割をいつまで

課すのか」。

2人の思いと指摘は，全国の読者に届いたのだろうか。

2-2  社説編

沖縄2紙の論説委員会は「復帰50年」をシリーズで追った。沖縄タイム

スは2022年1月から5月まで節目ごとに取り上げ，琉球新報は「施政権返

還50年」をタイトルに4月28日から5月16日まで集中して掲載した。5月

15，16日の社説を中心に「沖縄の主張」を見ていく。普天間飛行場の辺野

古移設に加え，2021年から急浮上した自衛隊増強と台湾危機が強調される

動きに緊迫感を増した。

沖縄タイムス社説は復帰50年の現在を次のように描写する（5月15日
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「『尊厳』と『希望』の政策を」）。

50年前の記念式典。屋良朝苗知事は，万感の思いを込めて琉球政府の解

散と沖縄県の発足を宣言した。

物価高騰，土地買い占め，乱開発，基地労働者の大量解雇─沖縄社会の

「復帰不安が現実となった」。制度の「一体化」や労組，企業の「系列化」

が急速に進む。

式典会場となった那覇市民会館を設計した金城信吉氏の「しまー，みー

らんなとーしが（沖縄が見えなくなっているぞ）」，作家・大城立裕氏の

「本土との異質性を強調する風潮に変わった」を紹介，ヤマト化のなかで

「土着文化の根を掘り起こす動きが顕在化した」。

日米両政府の沖縄返還政策は「基地維持」と「事実上の自由使用」を前

提としたものであり，「平和で豊かな沖縄県づくり」は実現していない。そ

して「今，第2の転換点」を迎えている。

米軍基地を今のままでという全国と沖縄のギャップ，県内では基地返還を

重視する高年層と経済重視の若い層に世代間の意識の差が現れている。コロ

ナ禍による経済低迷，さらにロシアのウクライナ侵攻，中国の海洋進出な

どを転換の要因とした。

ポスト復帰50年の課題を2つあげた。

「基地を巡る構造的差別は戦後史を体験した高年層に憤りや屈辱感をもた

らしており，『尊厳』の回復が必要だ」「現役世代や子育て世代にとっては

将来の『希望』が持てるかどうかが何より重要だ」。

社説が指摘するように復帰直後の沖縄社会は混乱した。急激な開発による

自然破壊が指摘され，「沖縄喪失の危機」が有識者から唱えられた。沖縄の

文化や歴史への関心から「沖縄アイデンティティー」という言葉が生まれ

た。この次に「アイデンティティー」が意識されたのは2010年代。辺野古

新基地建設反対を主張し県知事となった翁長雄志氏が語った「イデオロギー

よりアイデンティティー」。安倍政権との対立は，「自己決定権」と日本の

民主主義を問うものとして主張され現在に至っている。
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琉球新報社説は5月15日，「未来の沖縄　私たちの意思で決める」を書く。

「沖縄県民には自らの未来を自ら決める権利がある。その権利を行使する

ことを誓う日としたい」と強い言葉で節目の日を位置づけた。

復帰に込めた基本的人権の回復，平和憲法の下で「基地のない平和な沖

縄」の実現は果たせていない。米国は政府の同意を得て「米軍基地の自由

使用権を手放さなかった」。50年前の記念式典での屋良朝苗知事の「沖縄は

常に（日米の）手段として利用されてきた」を引用，そのような沖縄を

「仮の姿」と語った屋良知事の指摘からの脱却を提起する。

まず沖縄関係予算の一括計上方式の変更をあげる。沖縄振興開発計画は米

国統治による社会資本の遅れなどの格差是正を目的に5次50年，継続され

てきた。「この方式は国のさじ加減で要求額が増減し，基地を黙認する懐柔

策に利用される」。ゆえに「他県と同様」の政府との予算交渉による獲得を

提案する。

地方分権改革による国と地方の「対等・協力」の関係に則り，基地政策

への「参加」を主張する。名護市辺野古の新基地建設手続き決定への住民

参加を求め，政府の建設強行は民主主義の否定，地方主権の侵害だとして，

改憲論議の前に憲法の沖縄適用を果たせと迫る。

「人間の安全保障」を説く背景には，「軍事力では平和は実現しない」「軍

隊は住民を守らない」を教えた沖縄戦の体験があった。ゆえに米軍との一

体化の強化や自衛隊の南西シフトを「沖縄が最前線となり再び戦争に巻き

込まれるリスクは避けられない」とする。

沖縄の未来像を国連機関の誘致による信頼醸成の場としての役割だと提案

している。

記念式典翌日16日の両紙社説は，岸田首相，玉城知事への反論と注文の

場となった。

沖縄タイムスは，岸田首相が基地負担軽減だとした米軍キャンプ端慶覧内

の住宅地区の返還前共同使用に，1996年のSACO（沖縄に関する特別行動



161

第
2
章
　 

　
新
聞
は
何
を
伝
え
た
か

1 「沖縄の眼差し」と「沖縄への眼差し」

委員会）最終報告で返還合意されており「26年たっての共同使用表明はあ

まりに遅い」「県民の求める負担軽減の実感にはほど遠い」。式典後，辺野

古移設推進や地位協定改定へ否定的な見解を示したことに，「基地負担軽減

に全力」とうたいながら「耳を貸そうとしない姿勢は甚だ疑問である」と

した。

新基地建設断念を要求しなかった玉城知事に対しては「県民が一貫して

解決を望んできた課題であり，強いメッセージを発信してほしかった」と

苦言を呈した。

琉球新報は，首相や国民に問う。「日本の安全保障のため，安保条約を認

めるのであれば，沖縄の過重な基地負担解消に向け，全国民が『自ら負担

を引き受ける』という意思を示す必要がある」。政府は沖縄以外の地で理解

を得るよう努力すべきで，「単なる祝賀行事ではない」と指摘。

さらに「地政学などを持ち出して沖縄の基地負担を正当化する議論が強

まる」「外交努力を怠って『力には力』という短絡的思考がまかり通ってい

ないか」と反論した。

5月15日を前に両紙社説が取り上げたのは戦争への危機感だった。

中国への脅威や台湾危機への論調が国内で高まるなかで，沖縄では自衛隊

の南西シフトなど軍備強化の動きが出ている。「最前線となり再び戦争に巻

き込まれるリスク」への批判が展開されている。

自民党の「国家安全保障戦略」提言について沖縄タイムスは，「これのど

こが専守防衛の枠内なのだろうか」と疑問を呈する（4月27日）。

「相手領域内でミサイル発射を阻止する『敵基地攻撃能力』を『反撃能力』

と言い換え，基地だけでなく『指揮統制機能等』も攻撃対象に加えたうえで

保有するよう求めた」。防衛費も国内総生産の2％以上を念頭に大幅増額を

打ち出した。北朝鮮の核開発や中国の海洋進出など安全保障環境が厳しさを

増していることを認めつつも，「それがなぜ一足飛びに敵基地攻撃につなが

るのか」「台湾有事の際に沖縄が戦場になる危険は格段に高まる」と主張。
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自民提言は「本来中心であるべき外交や国際協調などの視点が欠けてい

る。『力』一辺倒で，ウクライナ情勢など危機に便乗している印象が拭えな

い」とした。

琉球新報は5月14日「自衛隊配備強化」について論じた。

復帰とともに沖縄に配備された自衛隊。50年目の変化を「在沖米軍と一

体化する形で，自衛隊を前面に押し出す動きだ」と指摘。

日米は1月，南西諸島の自衛隊強化と日米の施設共同使用を発表した。台

湾有事を想定した自衛隊と米軍の共同作戦は，初動段階で米海兵隊が南西諸

島に臨時に攻撃用軍事拠点を置くとする。

これに対し「軍事拠点化の対象は大半が有人島で，住民が戦闘に巻き込

まれる可能性が高いが，保護の議論は一向に進んでいない」「借金を重ねて

軍備を増強したとしても，想定する相手国も軍事増強するだろうし，結果的

に『安全保障のジレンマ』に陥る」として「衝突の火種を除く外交努力こ

そ肝要だ」と提起した。

3  「沖縄への眼差し」
3-1  記事編

全国紙，県紙を問わず沖縄の戦後史や基地・経済問題，話題ものまで幅

広く取り上げ，事前の特集，連載にも力を込めた。記念式典の5月15日前

後では1面から社会面，特集面など複数の紙面を復帰関連で埋めた。さまざ

まな角度から沖縄問題の所在を確かめ，その解決策の提示を試みている。大

量の記事からごく一部の紹介となったが，15日前後の紙面を中心に「沖縄

への眼差し」を確認する。

◆ 全国紙

日本経済新聞は15日に特集を組んだ。
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23面は「国際リゾート　荒波に挑む」。コロナ禍で厳しかった沖縄観光が

「反転攻勢へ転換点」を迎えており，「沖縄から空路で4〜5時間圏内には人

口20億人超の市場が広がり，潜在力は大きい」と期待する。「スタートアッ

プの聖地」とするなど新しい動きも伝えた。

16日紙面では「沖縄経済，自立なお遠く」「問われる『振興』の先」。企

業誘致が進まず，製造業比率が全国の5分の1。沖縄振興審議会会長を務め

た伊藤元重・東大名誉教授は「沖縄を『本土並み』にするより，沖縄の強

みをいかした経済発展を支援する方向へ転換すべきだ」と指摘。教訓とし

て，効果の出なかった第4次振興計画での名護市に設けられた金融特区をあ

げた。記事は「沖縄県の主体的な構想が出てくれば，政府には沖縄の成長

を日本の成長にいかす大胆な制度設計が求められる。振興策のあり方を根本

的に見直す時期」と書く。

関連して1990年代半ばの大田県政における「国際都市形成構想」を筆者

は思い浮かべた。沖縄をアジアに開かれた地として特区的活用を政府に提案

した。「復帰の終焉」「自己責任論」などの言葉が飛び交い，経済界から期

待論と壊滅的打撃を受けるという批判もあった。大田県政の交代とともに立

ち消えになった。

15日の特集では「消えぬ危機　基地負担なお」と基地問題も書き込んで

いる。96年の普天間飛行場返還合意と名護市辺野古移設などの経緯に続い

て，「日本周辺の安保環境は96年当時から様変わりした」と位置づける。

「沖縄は日本の防衛だけでなくアジア太平洋，特に朝鮮半島や台湾海峡で

の有事に即応するうえで地理的優位性がある」「台湾有事の可能性が現実味

を帯びるにつれ，沖縄の地政学上の重要性も一層増してくる」。

記事はそのうえで，「政府には基地負担を日本全体で分かち合いつつ，県側

の十分な理解を得ながら基地問題に取り組む姿勢が必要となる」としている。

後で触れる社説でも「本土はもっと基地負担を引き受けたい」と書いて

いる。読みようによっては「基地引き取り論」とも解釈できるが，「米軍基

地の存在はある程度理解してほしい」という前提がある。同紙の論旨は，
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地政学的役割を果たすよう沖縄に理解を求めている，と読み取ることは難し

くない。

15日社会面は沖縄県南風原中学校での「平和学習」をルポ。生徒だけで

はなく教える側の教師も，復帰や米軍統治，沖縄戦を知らず「一緒に復帰

とは何かを考えたい」と話す。横浜市の高校2年生のフィールドワークも紹

介，修学旅行体験の大切さをレポートする。

次に朝日新聞を確認する。朝日の15日1面は，「復帰50年　基地はなぜ

動かないのか」を連載テーマに，初回の見出しは「先生はうれしくない」。

静岡市に住む田中千香子さん（58）の小学2年の思い出。復帰当日，沖

縄生まれの先生の「私は少しもうれしくありません」という予想もしなかっ

た言葉。中学教員だった沖縄の山城正二さん（86）は50年前の同じ日，那

覇市の公園でずぶ濡れになりながら拳を突き上げていた。平和な島を取り戻

す願いは裏切られたが手元には希望もあった。本土の見ず知らずの人たちか

ら届いた手紙。力を貸してほしいと手紙を書いたが，復帰を境に返信はめっ

きり届かなくなった。「あの日，望みをつないだ祖国が，遠くかすむ。復帰

とは何だったのか」。

那覇総局長・木村司記者の1面コラム「日本本土と沖縄で多くの人たち

は，違う景色をさまざまに見続けているのではないか」へと連なる。

サンフランシスコ講和条約が発効した1952年4月28日の『天声人語』

で「幸いだったことは『二つの日本』に分割されなかったことだ」と述べ

ていることについて，ドイツや朝鮮半島を引き合いに出し，当時は「切り

離された沖縄には思いは及ばなかった」と指摘。「日本が強いてきた『沖縄

の戦後史』が，沖縄だけの問題になっている。未来を語るためにも立ち止

まり，沖縄の歩みを学び，日本の戦後史のなかに捉え直す」「それが同じ景

色を見るための糸口になる」とした。

1面「基地はなぜ動かないのか」を受けた2面では，その理由を求める。

沖縄返還交渉の一方で，在日米軍基地を整理する「関東計画」が73年1
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月，合意された。「72年の復帰をまたいで実現されたのは，沖縄ではなく本

土の米軍基地の削減だった」。海兵隊撤退を引き留めたのは日本政府であり，

対潜哨戒機の移駐では福田赳夫外相が「政治問題を引き起こす」から「本

土ではなく，沖縄の別の基地に」の発言を取り上げる。

連載は15日を起点に4回シリーズ。第2回は「基地返還という名の県内

移設」。ベトナム戦争が激化するなか，米国防総省で海兵隊撤退構想があり，

普天間飛行場の閉鎖案も検討された。軍部の反対で頓挫，ベトナムを引き

上げたヘリ部隊が普天間へ。「普天間は強化の道を歩み始める」。

第3回は日本社会の関心を描いている。テレビ朝日の討論番組「朝まで生

テレビ！」は35周年。420回の放送で沖縄をテーマにしたのは「5回ほど

しかない」。司会のジャーナリスト田原総一朗さん（88）は「残念ながら

沖縄の基地問題は視聴率がこないから」。朝日の「沖縄」の見出しがつく記

事は，72年に1,000件を超え，94年まで年に100〜300件，少女暴行事件

後の96年は700件以上になった。

解決のヒントを探る，という最終回。山梨日日新聞の企画『Fujiと沖縄　

本土復帰50年』を紹介，戦後，富士山の麓にあった米軍基地。「足元の歴

史を見つめることで，離れた沖縄や日本社会の今を考えてもらえた実感があ

る」と同新聞の前島文彦報道部長の話が載る。

さらに米軍が駐留する欧州を調べることで，日米地位協定改定の可能性を

探る沖縄県庁職員や，NATOの多国間枠組み交渉などを教える東京工業大学

の川名晋史准教授を紹介。川名氏は歴史の縦軸と海外比較という横軸の「二

つの視点で捉え直す。現実的で検討可能な選択肢が見えてくる」と提言した。

続いて読売新聞を確認する。読売は5月10日，那覇市内のホテルでシン

ポジウム「半世紀の沖縄と日本の未来」を開催，15日に詳報を掲載した。

見出しは「安保激変　沖縄『より重要』」。米戦略国際問題研究所上級副

所長のマイケル・グリーン氏は基調講演で，中国や北朝鮮の軍事的台頭を踏

まえ，「沖縄は『自由で開かれたインド太平洋』を守る自衛隊と米軍の拠点
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として，これまでになく重要な役割を担っている」と指摘。「日米両政府が

沖縄と共に，沖縄の基地負担軽減に何ができるか検討すべきだ」と語った。

12日朝刊1面から『沖縄復帰50年』の連載をスタート。第1回は「安全

保障」，見出しは「与那国　有事の最前線」。人口1,700人の島に自衛隊配

備が進んでいる。

国境離島と与那国を形容し，「台湾から111キロ・
メートルの島は今，中国の軍事的

な台頭で緊張が高まっている」とルポする。「中国の脅威にさらされ，台湾

の演習が増えた」と漁協組合長の話。防衛省は電子戦部隊の配備を2023年

度にも計画，「いまや，国境の守りの最前線だ」。住民避難について，糸数

健一町長は「国や県の動きが鈍い。危機感が足りない」。

4面の関連記事は，在沖米軍の演習などを伝える。「在沖米軍の重要性が

高まっているのは，台湾有事が現実味を帯び始めたからだ」として，在沖

米軍の第3海兵遠征軍を「新たな作戦で中心的役割を担う」と書く。一方，

県民の不満は根強く，訓練の激化，有機フッ素化合物の基地外流出などを

例にあげた。

13日のテーマは「基地と振興」。「予算の穴埋めをどうするのか」。全41

市町村の首長らが参加する「沖縄振興拡大会議」の描写からはじまる。「矢

面に立ったのは玉城デニー知事だ。2022年度の沖縄振興予算が10年ぶりに

3,000億円台を割り込んだことに，知事の責任を問う声が噴出した」。

連載は「先端技術と起業」「方言と帰属意識」「本土化」と続く。ほかに

九州発の連載など多角的に取り組んだ。

15日1面に飯塚恵子編集委員の「沖縄を知る再出発の日に」を掲載。

「沖縄の歴史は，日本の政治の“裏面史”のように感じる時がある」。日米

の沖縄返還交渉での密約のように明らかにされない史実が多く，過酷な歴史

は知られていない，として琉球処分，沖縄戦，米国統治などをあげる。か

つては戦争の贖
　しょくざい

罪意識とともに心血を注いだ政治家がいた。岸田首相ら大

半が戦後生まれで，信念をもって沖縄とつきあう政治家はほとんどいない。

「沖縄独自の強みを活かし，本土を超える発展を目指してほしい」のエー
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ル。一方で米中対立の最前線として「日米同盟，在日米軍基地の役割が一

段と重要性を増している」と語り，政府に負担軽減への真剣な取り組みを

求める。

沖縄の新聞は基地問題の原点を「民意の無視」だとする。飯塚編集委員

の文と重なりつつも，どこかすれ違う。

毎日新聞を確認する。毎日は復帰50年の沖縄を「不条理」と捉えている

ようだ。

5月11日1面は連載「不条理　今も（上）」。米軍普天間飛行場に隣接す

る宜野湾市の普天間第二小学校。その上空を飛び交う米軍機との日常の光景

を描く。12日は，米軍オスプレイの沖縄配備反対の東京デモ行進における

全市町村代表にあびせられた「売国奴」「日本から出ていけ」の声。15日の

社説は「続く不条理を放置できぬ」。

その15日1面は「不条理と闘う」として前名護市長の稲嶺進さんの辺野

古新基地建設への抗議行動を追う。3面に関連記事。

稲嶺氏は名護市辺野古への移設に反対し2010年から2期8年市長，18年

2月選挙で落選。埋め立て土砂を運ぶダンプカーの車列が通る歩道をゆっく

り，何度も往復する。「一分でも一秒でもいいから，土砂の運搬を遅らせた

い」。仲間とともに「牛歩」を続ける。辺野古で抗議を続けるおばあたちか

ら「基地問題は暮らしの問題なんだ」と学んだ。

1面左肩は前田浩智主筆の「沖縄病のすすめ」。

米中対立が強まるなかで「沖縄とその離島の戦略重要性が指摘された。し

かし，日米同盟を優先させ，安全保障の論理で沖縄を納得させるには無理が

ある」。なぜか。「日米同盟の利益は日本全体で受けるのに対し，負担は沖

縄がかぶるといういびつな構造だからだ」「基地容認を尺度に振興予算を増

減させる『アメとムチ』の圧力に至っては，分断を広げるだけだ」と指摘。

「時代の変わり目に米国の扉を開けるのは政治の強い意志である」と岸田

首相に「沖縄病」をすすめている。
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前田主筆に触発されて，首相へ次のように問うてみたい。

岸田氏の地元である広島から沖縄はどう見えますか。戦前の軍都・広島

につながる「軍拡の島」の選択なのか。戦争の悲惨さを体験した被爆地・

ヒロシマからの「平和の島」の実現なのか。

コラム「火論」で大治朋子専門記者（17日）は，10年前の普天間第二

小学校の騒音の中の授業取材を振り返り，「すべては本土の我々が，異常を

『異常』と強く認識することから始まる」と述べた。

翌日の「水論」は古賀攻専門編集委員。琉球処分と独立論をテーマに沖

縄の歴史をひもときつつ，大きな壁や苦難に見舞われたとき，一部で「沖

縄独立論」が頭をもたげるのは特異な歴史があるからだ。「本土側の無関心

や安易な同情論がある限り，異議申し立ての突破口として残る」。

独立論が広がる状況にない，とは書いているとおりだが，学際的な琉球独

立研究が取り組まれ，復帰前夜に反国家論まで突き詰めた「反復帰論」も

再浮上している。沖縄の思想・文化もまた時代と切り結んできた。

毎日新聞は琉球新報と組んでシンポジウム，世論調査などを展開した。紙

面レイアウトには，五と四の数字に「いつの世までも末永く」の願いが込

められている八重山ミンサー織の図柄があしらわれていた。

産経新聞を確認する。産経は5月6日から「皇室と沖縄」の3回シリーズ

を組んだ。初回の見出しは「昭和天皇　訪問叶わず『くちおしきかな』」と，

沖縄訪問が実現できなかったときの手書きの和歌からとっている。

14日1面「あす沖縄復帰50年」も「陛下　記念式典でお言葉」の見出し

で天皇と沖縄との関わりをまとめている。式典を受けての16日紙面はオンラ

イン出席の天皇陛下の写真を掲載，見出しも「国と沖縄　歩み寄る未来へ」

に続いて「陛下　『努力に敬意』」。天皇と沖縄を結びつけた紙面が特徴的だ。

15日1面左肩は連載「50年の軌跡」2回目で「阻まれた都有化構想」。

尖閣諸島を巡る中国とのあつれきを描く。関連記事は「沖縄　対中安保の

『最前線』」「変わる戦略環境　増す重み」の見出しが示すように，中国の脅
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威の増大に対抗する米軍と自衛隊の増強の重要性を強調している。

16日紙面は式典のトップ記事に並んで川瀬弘至那覇支局長の『視点』。

総額13.5兆円の国費が投じられ，「県内総生産は復帰時の約4,600億円か

ら令和元年度で約4兆5,200億円と10倍になり，県民生活は向上した」と

指摘。全国最低レベルの県民所得など本土との格差，米軍基地の集中など

課題をあげ，普天間飛行場の名護市辺野古移設問題を含め，国と県「双方

の歩み寄りを期待したい」とする。

これまでの50年は一方通行だった，「これからの50年は，国は県のため，

県は国のためにという，対面通行が求められている」と結んでいる。

なお天皇に関しては毎日（17日）に，「沖縄おことば　時代で変遷」と

して，1972年の昭和天皇，1992年の上皇さま，今回の式典における「陛

下のおことば」を保阪正康さん（ノンフィクション作家）が分析。

昭和天皇については，「沖縄戦や米軍基地が残ることへの県民への申し訳

なさとともに，東西冷戦の中では基地を残すことは仕方がないとの思いを抱

えていた。おことばからは現実を肯定しながらも，沖縄の平和や発展を願っ

ている複雑な思いを読み取る必要がある」と，「天皇メッセージ」に関連し

て語っている。

◆ 県紙

全国の各県紙の関心も高かった。共同通信の配信記事に独自取材を加え5

月15日，16日は1面から社会面，特集と展開している。

特筆したいのは山梨日日新聞の年間企画『Fujiと沖縄　本土復帰50年』。

山梨の戦後と沖縄を米軍基地をキーワードに結びつける。地元の戦後史を掘

り起こすほどに沖縄へ接近し，理解を深めていったようだ。

1945年8月敗戦，日本は連合国の占領下におかれ，山梨県の北富士演習

場のキャンプ・マックネアには米海兵隊が常駐した。連載の第1部「米軍

がいた11年」は，事件や事故による住民の被害や村の急激な変貌，報道の

規制，など人々の証言をもとに再現する。
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4歳のとき，米軍のトラックにはねられ脊髄損傷で下半身の感覚が失われ

た男性。富士山が見える雪道を母に背負われて小学校に通った。「今と違う

人生があったのだろうか」。

「全国調達庁職員労働組合」（全調達）が58年9月時点で行った実態調査

を資料としている。調達庁は日米行政協定（現在の日米地位協定に相当）

により米国駐留軍の請求処理を行う機関で，62年に防衛施設庁へ名称変更。

防衛庁から防衛省へ変わった2007年，防衛施設庁は同省の外局となったが，

汚職事件により，同年9月に同省へ吸収。

特集も毎月1回掲載，隣県を含めて当時の事件・事故の詳細を伝えた。

「大月市の道路で女児（4）が占領軍の大型トラックにはねられ死亡」「富士

吉田市の女性（43）が自宅に侵入してきた米兵に顔を殴られた」─。大阪

大学の藤目ゆき教授は「残酷な被害が克明に記され，にわかに信じられな

かった。占領軍に盾突くことは許されない時代」と語っている。

「寒村が歓楽街に」「ワンダラー（1ドル）時代」など沖縄の戦後史と重な

る。異なるのは11年と27年の歳月と，今に続く駐留だ。55年5月，「富士

を撃つな」「お山を返せ」と反基地の運動は高まり，56年米海兵隊は沖縄へ

移動した。「米軍がどこか行ってほしいとはおもった。だが『沖縄』と願っ

た訳ではない」。

15日の朝刊1面コラム『風林火山』。灰谷健次郎著『太陽の子』から沖縄

戦を描写し，「『みんなの命を守るため』と言って，赤子の命を絶つよう強

いた日本兵は，『日本を守るため』と言って，過大な基地負担を沖縄に強い

る政府と重なる」。読者に「沖縄の現実に向き合う日」だと呼びかける。山

梨と沖縄を結んだ取材によって紡ぎ出された言葉だった。

共同通信は復帰50年で，事前の特集や連載をはじめ，5月15日前後には

記念式典のストレートニュースのほか囲み記事の『表層深層』など集中的

に加盟紙（県紙）に配信した。ほとんどの県紙が積極的に掲載，全国の読

者に沖縄の状況が届けられた。
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ここで県紙に掲載された共同通信の記事をみていく。

15日朝刊は各紙とも1面。佐賀新聞「基地なき島　願い続け」，新潟日報

は「所得低迷，続く基地負担」─と沖縄の現在を伝える。

「日本復帰から50年を迎え，観光立県として成長したが，一方で1人当た

り県民所得は全国の約7割と最下位の水準。県は情報通信産業の高度化など

自立型経済を模索する。県内では14日，過重な米軍基地負担解消を求める

平和行進が行われた」。

企画『表層深層』は基地が焦点。「安保の最前線　負担増」（神奈川新

聞）。「対中軍事強化で日米一体化」「暮らしに影響，知事『対話の場を』」

の見出しが続く。「軍事力の拡大を続ける中国への対処を念頭に，沖縄県で

日米の一体化が鮮明になりつつある」として「県民の暮らしに影を落とす」

「沖縄からは基地負担解消を日米の安保政策に反映させるよう求める声が強

まっている」と書く。

一方で，中国の軍事的な拡大の動きと対応する米軍，自衛隊を描き，「日

米の念頭にあるのは『台湾有事』だ」とし，防衛省筋の「沖縄の役割拡大

はやむを得ない。この流れは止められない」という声を伝える。

式典を受けた16日朝刊1面本記は，「『平和の沖縄』遠く」（新潟日報），

「『平和の島』どこに」（福井新聞）などの見出しが並ぶ。記事は「沖縄の立

場」を中心に，玉城知事の式辞から「復帰に当たって政府と共有した『沖

縄を平和の島とする』との目標が，なお達成されていない」を伝える。「国

土面積の0.6％の沖縄に現在も在日米軍専用施設面積の7割が集中。過重な

基地負担の解消という課題が，日米両政府に改めて突きつけられている」。

同日『表層深層』も「切望した『基地なき島』どころか，安全保障の名

の下に負担は増すばかり。米軍統治下で生じた福祉や産業の遅れによる本土

との経済格差も深刻だ」。ポイントは振興予算。

13.5兆円の沖縄振興は「多大な犠牲を強いたことへの贖
しょくざい

罪」（政府関係

者）の意味合いもあったが徐々に薄れ，「今や『アメとムチ』を隠そうとも

しない」。辺野古新基地建設に反対の玉城県政に対する振興予算の減額に
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「揺さぶる岸田政権の思惑が透けて見える」。

社会面の雑感本記は「50年前と同じ雨空の下で復帰の日を迎えた」と，

沖縄各地の声を拾っている。「一番変わってほしいことは変わらない。基地

はいらない」「どうせ変わらないでしょ。特別な感情はない」，ウクライナ

侵攻や台湾有事のニュースに「沖縄が今後狙われるかもしれない」。ゆえに

「半世紀　変わらぬ雨空」が見出しに。

儀間朝浩那覇支局長が「核心評論」を書いている。「もがき続ける故郷　

自立見据え」のタイトルでわかるように沖縄生まれで外信部長，編集局次

長を経たベテラン記者。

復帰のころは小学生，「大人たちの高揚感としぼんでいく様子」を感じた

という。「約40年ぶりに住み始めて，もがき続ける故郷の姿を目の当たりに

している」。辺野古移設問題に触れつつも，「政府との論争に地元指導者は

精力をそがれ」，子どもの貧困や自立に向けて全力投球できない，それは

「県民の不幸」だと述べた。

県紙はそれぞれ独自の取材を展開，コラムも目立つ。

神戸新聞の15日「編集委員インタビュー」は，ひめゆり平和祈念資料館

の古賀徳子学芸課長。取材は新開真理記者。

「身近に戦争体験者が一人もいない世代にも届くように。戦後生まれの職

員が手探りを重ねる。沖縄が日本に復帰して，今日で50年。生まれた時代

も歩んだ日々も全く違う誰かの記憶を受け止めるには，何が必要だろうか」。

このリードは沖縄を取材した記者たちに共通する自問だろう。

ひめゆり平和祈念資料館は，笑顔の並ぶ学園生活の写真や，並木道を登校

する少女たちの明るいイラストなど展示の内容を大幅に変えた。証言映像と

遺影が並ぶ「鎮魂の部屋」はほぼそのままに。古賀課長は「戦後生まれだ

からこそできた展示かな，と思っています」。

同日1面コラム『春秋』。上原康助・元衆院議員の「沖縄独立の志」，機

動隊員の「土人」発言，「私は戦後生まれ。歴史を持ち出されたら困る」と
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語った官房長官，翁長雄志前知事の「魂の飢餓感」などの言葉をつづり，

「『魂の飢餓感』から『独立論』まで数歩もないような，そんな気もしてく

る」とまとめた。

佐賀新聞16日1面コラム『有明抄』は「沖縄ベイ・ブルース」を取り上

げた。

「ダブルミーニング（2つの意味）だからね」。音楽家の宇崎竜童さんは，

妻の阿木燿子さんから歌詞を渡されたときにそう言われたという。女性が男

性に裏切られてしまう失恋の物語。阿木さんは女性を沖縄，男性を政府と

して2つの意味を込めた。「沖縄ベイ・ブルース」に込められた裏側の意味

が消え，失恋の歌として聞かれる日はいつになるのか。

「沖縄ベイ・ブルース」の記事は神戸新聞でも見つけた。

その神戸の14日の社会面トップは，全国の復帰運動をリードしてきたと

いう沖縄県人会兵庫県本部（尼崎市）の活動の歴史をたどっている。具志

堅和男会長は「単なる『祝いの日』とせず，沖縄の現状を学び，理解する

節目にしてほしい」。

16日社会面には「沖縄出身の記者が，節目に古里を歩いて，考えた」と

いう雑感記事。「コバルトブルーの海や独特の南国文化は注目を集め，今や

屈指の観光地として発展を遂げた。県民が描いた『平和な島』には，どれ

だけ近づいたのだろうか」。久保田麻衣子記者は祖父母が沖縄出身で戦争疎

開で尼崎に。

福井新聞は16日1面と社会面で，沖縄返還を前に佐藤栄作首相の密使と

して対米交渉にあたった同県出身の若泉敬氏を取り上げている。ニクソン大

統領と佐藤首相の「核密約」を著書『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』で明

らかにした。沖縄戦の遺骨収集に通い，1996年自ら命を絶った。「政治家や

官僚も一度は遺骨収集してみたらいい。少しは沖縄の苦しみや痛みが分か

る」と若泉氏の言葉を伝えている。

デーリー東北は15日社会面で「『基地の街』共存掲げ」の見出しで，米

軍三沢基地がある青森県三沢市の米国人が日常に溶け込み，「総じて市民に
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抵抗感は薄い」という“日米共存”の風景をルポ。米軍機からの燃料タンク

落下など懸念も伝えている。

西日本新聞は14日1面で，1995年の米兵による少女暴行事件に抗議する

県民総決起大会で「静かな沖縄を返してください。平和な島を返してくだ

さい」と訴えた仲村清
すが

子
こ

さんを取材。高校生だった仲村さんは「等身大の

思いを訴えた」。復帰50年を前に「沖縄の声にきちんと耳を傾けるきっか

けにしてほしい」。

16日1面，那覇駐在・野村創記者は「1年前に着任するまで，基地問題

を人ごとのように考えていた」と書く。

基地からの水質汚染，低空で爆音響かす米軍機─。親として暮らしのな

かの怒りや不安をつづる。国民が痛みを共有しなければ基地問題は動かな

い，どんなに苦しんでも本土の人は何も感じてくれないの声。「那覇に駐在

する本土の記者として，沖縄の痛みが伝わる記事を書き続けたい」。

野村記者らが取材した連載「島とヤマトと基地」（4回）は次のように書

き出す。

「国防上必要な基地ならば，私どもだけが被害を受ける理由はないと思い

ませんか？─。回答は『はい』が81％に上った」。1961年，福岡市議会な

どでつくる市民団体による住民調査。

米軍板付基地（現福岡空港）の返還運動に参加した石川捷治・九州大学

名誉教授は「沖縄に対する当事者性が本土にはなかった。今もそうかもし

れない」「見ないふりはできる。ただ，誰かの負担の上にこの国はある」。

熊本日日新聞は文化連載『分断を越えて』で2人をインタビュー。

13日は熊本・人吉市生まれの映画プロデューサーの山上徹二郎氏。映画

『沖縄　うりずんの雨』などを手がけている。沖縄の基地集中に「どこか遠

い島の話みたいな感じで，そうした現実を誰も気にもとめない」「僕らの中

には，沖縄に対する差別意識のようなものがあると思います」。

16日は沖縄出身の映像作家・美術家の山城知佳子氏。米軍基地があって

「死に至る事件事故が起きている。それが沖縄のリアル」。辺野古新基地建
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設に反対する人から学んだことは「長い時間を要する，ぶつかってボロボ

ロになるのではなく，諦めないことが大切だ。諦めない。これこそが沖縄の

誇るべき思想だと深く感動しました」。

全国紙や共同配信の記事を読んできて，気づいたことを1つ。

今回の基地問題の記事は，中国の脅威や台湾危機を前提に「沖縄の基地

負担」と「沖縄の軍事的役割」を天秤にかける書き方がほとんどだった。

ロシアのウクライナ侵攻をも，沖縄の重要性に結びつける。それでいて危機

の回避に言及した記述は少ない。

この点でいえば各地の県紙と東京の違いが鮮やかに浮かんでくる。それは

社説を読んでいくとより見えてくる。

日本の安全保障が主題ならば，危機に対する沖縄県民の反応のみで是非を

判断するわけにはいかないし，沖縄を基地の島とするだけで事足りるわけで

もない。安保条約と憲法を含めた政治の課題，対中・対米の外交政策など，

沖縄枠を超えたアプローチが必要だろう。復帰50年沖縄，というテーマゆ

えの制約をともなった書き方だったかもしれないが，それならば在沖米軍基

地，特に第3海兵遠征軍の意図，役割を客観的に分析する記事がほしかっ

た。辺野古新基地建設に関しては自衛隊の共同使用も日米軍事一体化の行方

を考えるうえで重要なファクターとなろう。

対論を用意し，客観性を持って読者に情報を提供し判断してもらう。結論

ありきの記事は，ともすると沖縄を単なる素材として扱っているように感じ

られた。

3-2  社説編

全国紙，県紙の5月15日社説を取り上げる。沖縄の戦後史と復帰，米軍

基地負担，普天間飛行場と辺野古移設，日米地位協定，振興予算と基地問

題の「リンク論」，経済振興策，中国の脅威と台湾危機などに対する軍備増

強の動き，子どもの貧困や全国最下位レベルの県民所得─テーマは実に多岐
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にわたった。

政府と沖縄の関係を基調にしている点は同じだが，立ち位置はかなり異

なった。全国紙は「国（国民）にとっての沖縄」，県紙の多くは「“わがこ

と”としての沖縄」と色分けできようか。

（全国紙5紙，県紙40紙（中日・東京で1紙）を対象とした）

◆ 復帰の評価と沖縄

信濃毎日新聞社説は，次のフレーズではじまる。

「沖縄の人たちに会う時に抱く気後れに似た感情は，どこから来るのか。

時折，自問する」。県民が復帰に託した「基地のない島で人権や自治権を取

り戻す」ことを「裏切ってきた本土の一員であるためか」─。

このような自問や「わがこと」として沖縄問題を考えようと，読者へ伝

える県紙社説は多い。

「県民が抱く不満を沖縄以外の国民も『わが事』として考えねばならな

い」（京都新聞）。「沖縄の『痛み』に対する本土側の鈍感さが基地負担の固

定化につながっていないか。いま一度，厳しく見つめ直す必要があろう」

（河北新報）。「国民全体で現状を見つめ直し，県民の切実な声に向き合う機

会にしなければならない」（南日本新聞）。「国民一人一人が自分の痛みと捉

え，本土並みが実現するように後押ししていきたい」（北日本新聞）。

1971年琉球政府の「復帰措置に関する建議書」（屋良建議書）にある

「基地のない平和の島」の言葉が，復帰50年の玉城県政による「新建議書」

でも使われている。

「新たな建議書には半世紀前の訴えと同じ表現が盛り込まれた。その事実

を重く受け止めざるを得ない」（秋田魁新報）。「日本政府の責任は大きい。

沖縄の過重な基地負担を解消できずにいるばかりか，安全保障政策などで対

米追従を続け，そのしわ寄せをさらに沖縄に課してきた。沖縄の人々が平和

のうちに生きる権利を侵害し続けることは許されない」（北海道新聞）。

その背景を神奈川新聞は「構造的差別」と表現した。
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「半世紀を経てもなお押し付けられる過重な基地負担，そしてそこに至る

『構造的差別』への不満が影を落とす」「痛みを分かち，ともに歩みたい。

それが苦難を押し付けて『平和』を謳歌してきた私たちがなすべき最低限

の責務である」。

全国紙はどうか。

朝日は「いったい日本とは何なのか」と自問する。「5月15日」そのもの

が，日本の4月1日と米国の7月1日の「間をとった」日だという。「両国に

翻弄され続けてきた沖縄の歴史そのものに見える」。

本土決戦までの「捨て石」，戦後は米軍統治下に。日本は憲法9条を掲げ

る一方で，国土防衛を米国に頼り，「直前まで『統治権の総
そう

攬
らん

者』だった昭

和天皇は『琉球諸島の軍事占領の継続を望む』とのメッセージを米側に伝

えた」。沖縄の基地集中の要因として，住民の反対運動で本土を追われた米

軍を次々に沖縄に移転させた事実をあげる。

「沖縄の自治は神話である」とした米軍統治と，国民が選んだ「政府の行

いも，本質において変わるところがなかった」「責任は本土の側にある」。

「祝賀ムード」の乏しい復帰50年，と書き起こす毎日の見出しは「続く

不条理を放置できぬ」。「基地の集中は復帰後さらに進み，固定化された。

本土との間で大きな不平等を生んでいる」。

翁長雄志前知事の「日米安保体制と日米地位協定のはざまで生活せざる

を得ない県民に，憲法が保障する自由，平等，人権，民主主義が等しく保

障されているのか」の言葉を引用しつつ，「構造的差別が今も続いているの

ではないか。沖縄の人々の間にはそうした思いが募っている」。

国と県の連携を説く読売。「半世紀にわたる取り組みを踏まえ，沖縄の自

立と成長を実現していくことが大切だ。国と県がしっかり連携し，新しい時

代を築きたい」と主張した。

沖縄戦や戦後の苦難の歩みを振り返りつつ，この50年間のめざましい発

展を人口の増加，交通網の整備，水不足解消のダム建設などを例にあげて
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論じる。「多くの米軍基地が残るなど課題は続くが，地道な努力は結実した」

と振興の面から評価。政府は特別措置法の延長を重ねて総額13.5兆円の予

算を講じたにもかかわらず，経済的な自立は道半ばだとする。全国最下位レ

ベルの県民所得や本土に比べて高い子どもの貧困率や母子家庭の割合など，

その解決を国や県，産業界との連携に求めている。

産経「主張」は「協調と発展の道を進め　県は抑止力の大切さ認識を」

の見出し。

「沖縄復帰」について「外国の統治下にあった同胞と国土が一発の弾丸も

撃たずに戻ってきた。その意義深さは，ロシアによるウクライナ侵略と重ね

てみればわかるだろう」と書き出す。

この文脈は50年前の佐藤首相，そして今回の岸田首相の「戦争で奪われ

た領土を外交交渉で回復したことは史上まれ」のあいさつと重なる。「奪わ

れた領土」については「沖縄の眼差し」の中（156p）ですでに触れた。

神奈川，毎日で「構造的差別」の言葉が使われている。玉城県政の「新

建議書」も基地問題について「構造的，差別的」の文言を使った。

近年，沖縄から提起されてきた言葉だ。「沖縄の眼差し」でも触れたが，

広く市民権を得ている言葉ではないにしろ，1995年以降の，普天間飛行場

の辺野古移設をめぐる沖縄の民意と政府の対立に要因を見つけることは可能

だ。沖縄への差別的な政策が構造的に形づくられている，という認識であ

る。

◆ 普天間飛行場の名護市辺野古移設

普天間飛行場返還と名護市辺野古の海域埋め立てについても，政府の「移

設」を推す論調と，「新基地建設」を批判する意見に分かれた。政府と県政

の最大の対立点であり，1996年の普天間返還合意から26年続く沖縄基地問

題の中心的な課題である。

これにいわゆる中国脅威論が加わり，沖縄の基地問題は現在の安全保障問
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題と直結して論じられている。ここでは普天間・辺野古に絞って読み進める。

読売は「在日米軍施設は段階的に返還されてきたが，米軍専用施設の約7

割がなお沖縄にある。宜野湾市の普天間飛行場は，日米が全面返還合意した

にもかかわらず，四半世紀たっても実現していない」「名護市辺野古への移

設を巡り，国と県が不毛な対立を続ける現状を早期に打開すべきだ」。直接

的な言及ではないが，沖縄県へ政府との協調を促している。

産経は政府方針を明確に支持する。

「日米両政府は名護市辺野古への移設が唯一の解決策だと繰り返し確認し

てきたが，県の反対などで移設工事は遅れている」「自衛隊と米軍は平和を

守る抑止力だ。基地負担軽減は，沖縄を含む日本の安全保障確保の努力と両

立させなければならない。玉城氏と県は反基地政策を撤回し，普天間移設を

容認すべきである」。

朝日，毎日，県紙の多くは「辺野古移設」に反対の立場だ。毎日の次の

意見に集約されよう。

反対の民意を無視し政府は工事を強行，埋め立て予定地で軟弱地盤が見

つかり実現可能性が見通せなくなっても「辺野古移設が唯一の解決策」の

姿勢を変えない。「強権的手法は，9年間に及んだ安倍・菅政権下で強まっ

た。かつては沖縄の過酷な歴史に心を痛め，負担を軽減しようと奔走した政

治家がいたが，今はそうした姿勢すら見えない」。

朝日も「機動隊や警備船を繰り出し，県民が何度『ノー』の意思を示し

ても聞く耳を持たず，情報を隠し，脱法的な手法も駆使して異議申し立てを

抑え込む。辺野古の海の埋め立てをめぐって，国が現にやっていることだ」

県紙の主張は次のとおりだ。

「地元紙は，新基地建設の強行を『琉球処分』と重ねて論じている。本土

でもその怒りを理解し，共有したい。沖縄だけが『アメリカ世』から抜け

出しきれない不平等は決して許されない」（神戸新聞）。「歴代政権は『唯一

の解決策』と繰り返してきたが，普天間飛行場の危険除去を先送りしてい

るだけではないか」（京都新聞）。「移設予定海域では『マヨネーズ並み』に
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軟らかい地盤が見つかった。工期も費用も膨れ上がり，完了は見通せない。

中止が筋である」（北海道新聞）。

岸田首相の地元の中国新聞は次のように注文をつける。

安倍，菅両政権は強権的な姿勢で応じた。「岸田首相は原爆に見舞われた

広島県選出である。沖縄と痛みを共有できると思う―。被爆地の首相として

沖縄に寄り添ってもらいたい。それが日本という平和国家を率いる指導者に

はふさわしい」。

◆ 中国の動きと台湾，ロシア

中国の動きや台湾情勢，ロシアによるウクライナ侵攻が，沖縄に強く影

響を与えている。東アジアの安定と沖縄の基地負担をめぐって論はほぼ二分

された。

中国を脅威とし，沖縄を地政学的に重要とする考えがにわかに高まってい

る。北國新聞は次のように主張する。

沖縄を「防衛戦略の拠点」と位置づけ，「地政学的な宿命」だとして沖縄

に受け入れを求める。「沖縄は重要な防衛戦略拠点であることを理解した

い」「日本列島から台湾に至るラインは，米国と中国の海洋覇権争いの最前

線である。その中間に位置する沖縄は本土では代替できない要衝にならざる

を得ない。沖縄県民にはつらいことだが，沖縄の地政学的な宿命として受け

入れてもらうほかはないのではなかろうか」。

この論旨は，日経，読売，産経で共通する。

日経は「沖縄はしばしば石に例えられてきた」という。本土防衛の「捨

て石」，戦後の米軍は太平洋の「要石」。「その地政学的な重要性は，中国，

北朝鮮，ロシアが軍事圧力を強める情勢下で一段と強まっている」「沖縄戦

の惨禍は決して忘れてはならない。だが安全保障上，米軍基地の存在はあ

る程度理解してほしい。これが私たちの思いだ」。

読売は「この地域に米軍が存在していることは，日本の安全保障体制の

土台である。日米同盟の抑止力を強化し，有事への備えを万全にしておくこ
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とが肝要である」。

同社の世論調査から「『米軍は日本の安全に役立っている』という回答が

沖縄県民でも過半数に達した」「アジアの安全保障環境が厳しさを増すなか，

基地の重要性が改めて認識されているのだろう」と分析している（この部

分は「世論調査を考える」の項で検討する）。

産経も「沖縄のすぐ隣で，中国がますます軍事力を拡大し，沖縄の島で

ある尖閣諸島（石垣市）を奪おうとしている。沖縄は国防の最前線という

認識が欠かせない」「日米が防衛努力を弱めれば，中国がそれに配慮して尖

閣諸島をあきらめるわけもない。侵攻しやすいと見なすだけだ」。

脅威論に基づく軍備増強に批判的な論調は県紙において強く出ている。

信濃毎日は，背景を国民意識に探る。

共同通信の全国世論調査は「（沖縄の）基地集中を不平等と捉えつつ，安

保体制の現状維持を求める」。この「倒錯した認識から『沖縄の基地負担は

やむを得ない』と黙認するまで，さして距離はない」。沖縄の「終わらぬ戦

禍」を国民世論が支えている—という指摘だ。

「中国の短・中距離ミサイルは日本全土を射程に収める。沖縄に大きな基

地を集める不合理から，分散の必要を指摘する意見が米国内で出始めてい

る。今後も，基地負担が，沖縄を含む基地自治体にとどまるとは限らない」

「ウクライナ戦争で高まった危機感から，軍備拡張を必然とし，米軍の『制

約なき自由』を是認する先に，国民の暮らしに何が起きるのか。身をもっ

て知る沖縄の『基地なき島』の叫びは，全国への警鐘として捉えたい」。

西日本は「戦時に最初に攻撃されるのは軍事拠点だ。沖縄戦を経験した

県民の不安は強い」「本土の住民は沖縄への基地集中を黙認してきた」「だ

が東アジアで危機が現実化すれば，軍事施設の集中は『負担の押しつけ』

どころではなく『戦場の押しつけ』になりかねない」。

「東アジアの安定に必要な抑止力と，沖縄の基地負担軽減を両立させるた

めには，抑止に伴う備えや負担を日本社会全体で引き受けることが不可欠

だ。危機を回避する外交も必須である」。
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秋田魁は「『敵基地攻撃能力』や防衛費増についての議論も活発化してい

る。機に乗じて防衛力強化を図るのではなく，外交による解決を志向するな

ど一層慎重姿勢でありたい」。

毎日は「基地負担の抜本的な軽減」を提案する。米軍のグアムなどへの

ローテーション配置と「本土への移転を検討すべきだ」「外交を含めた日本

の安全保障戦略の大きな枠組みの中でとらえ直さなければならない」。

全国5紙の社説で「外交」のふた文字は，毎日が唯一だった。

◆ リンク論と地位協定，地元のつながり

全国紙がほとんど触れず，県紙が関心を示した問題に「リンク論」があっ

た。政府は振興予算と基地問題を結びつけているが，この手法を国と地方の

課題としてとらえている。振興予算の一括計上方式により他県より多くの予

算を獲得しているという誤解は，原発と同じ構図との指摘もなされた。

「沖縄振興の予算は近年，県政を懐柔する政治の『道具』の一面が強まっ

たとも指摘される。辺野古反対の知事が就くと予算が減額される傾向は，政

権の思惑で県政を翻
ほん

弄
ろう

しているといわれても仕方あるまい」（南日本新聞）。

「カネで沖縄を分断するような手法は政治への信頼を損なう」（京都新聞）。

河北新報は原発と関連づけた。「国策のしわ寄せは経済格差によって固定

化され，国のさじ加減で決まる財政支援によって合理化される。同時に進む

のが他の地域との分断だ」「構図は，原子力施設が立地する東北にも共通す

る。基地によって，あるいは原発によって地域が潤っているといったステレ

オタイプが国策の矛盾を見えにくくしてしまう」。

福島民報は「本県は原発政策に協力していながら，東京電力福島第一原

発事故発生後は国の対応に翻弄されてきた。復興を巡り，基地移設問題と同

じような懸念もある」「処理水の海洋放出について，強い反発がある中で政

府は，本県沖での実施を最終的に決定した。安全性に対する周知不足への不

満や不信感は消えていない」。

日米地位協定についても，「国内法が適用されない協定は理不尽で，全国
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知事会も抜本的見直しを提言している」（山陽新聞）。「政府は改定を要請す

ることさえしない。対米追従が過ぎる。抜本改定を求めるべきだ」（北海道

新聞）。

米軍基地を抱える県紙は次のように書く。

『Fujiと沖縄』企画の山梨日日。戦後11年間米軍が駐屯し，北富士演習場

は沖縄からの県道越え実弾演習の移転地となっている。「論説」は「復帰に

込められた沖縄の思いを，この機会に再確認したい。山梨でもあった米軍絡

みの事件・事故は，沖縄で発生し続けているのだ」「基地問題が日本全体の

問題であることは認識しなければならない。『自分ごと』として想像力を」

と語る。静岡でも，15年に米陸軍ヘリが空包3発を中学校に落とす事故が

あった。「米軍絡みの事故を根絶できないのか。米軍が信用できない中で日

米同盟の深化は可能なのかと指摘したい」。

大分県の陸上自衛隊日出生台演習場ではキャンプ・ハンセンの米軍実弾

砲撃訓練を受け入れている。大分合同新聞は「今回は高機能ロケット砲を

投入するなど過去最大規模となった。米軍の戦略に訓練が組み込まれている

印象が強く，沖縄の負担軽減に貢献しているとの実感は薄い」。

◆ 信託統治と独立の道

印象に残った東京新聞（中日新聞）の社説を紹介したい。

5月15日「基地存続に無念の涙雨」に続いて16日は「『うちなー世』は

まだか」。「自主自立の『うちなー世』はなぜ訪れないのでしょうか」─こ

の問いを沖縄が切り離されたサンフランシスコ講和条約からひもとく。

1952年発効の講和条約第3条は「米国が国連に沖縄，奄美，小笠原諸島

の信託統治を提案し，可決されるまでの間，米国に行政，立法，司法の全

権行使を認めるもの」とする。信託統治は，国連に信託された国が自立の

力を持たない地域を統治し発展させる制度。60年の国連「植民地独立付与

宣言」は，信託統治地域などの早急な独立をうたっていたと説明。

社説は“もし”を設定する。沖縄が信託統治となれば独立する道もあった
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のではないか。しかし米国は3条の規定に沿った国連への信託統治を提案す

ることはなかった。「米軍による占領を続けた方が，軍事基地として利用で

きると考えたのでしょう」。

「講和条約，返還協定，名護市辺野古での米軍新基地建設。すべてが当事

者である沖縄抜きで決められてきました。故・翁長雄志前知事はそうした

状況を『沖縄の人々の自己決定権がないがしろにされている』と指摘して

います」「民主主義の時代に，沖縄の人々がなぜ『自己決定権』に言及しな

ければならないのか」「沖縄の地に『うちなー世』が訪れるとき，日本が本

当の意味での民主主義国家になれるのです」。

この講和条約第3条による「擬制の統治」については沖縄の新聞も復帰前

の60年代に，米国の軍政を続ける矛盾を指摘してきた。日米の沖縄政策を

考えるうえで重要なファクターといえよう。

社説の結びに沖縄からの意見を紹介する。

今回の焦点となった「地政学的重要性」について，琉球新報（5月16日）

は次のように書いている。

ロシアのウクライナ侵攻を契機に，海洋進出を図る中国，ミサイル開発
を進める北朝鮮への対応として地政学などを持ち出して沖縄の基地負担
を正当化する議論が強まる。
その議論は正しいのか。米国でも戦略的必然性はないとの意見がある海
兵隊駐留，ミサイルの射程圏内にある在沖基地の脆

　ぜいじゃく

弱性など根本的な
問題を無視し，外交努力を怠って「力には力」という短絡的思考がまか
り通っていないか。
有事となれば標的にもなる軍事施設を沖縄に集中させてよいのか。沖縄
が再び戦場にならないかという県民が当たり前に持つ不安に対し「自分
の土地に基地はいらない」と回答する多数の国民は想像力を働かせてほ
しいと願う。
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今回，毎日や日経は「本土での基地負担」に言及した。日経は，辺野古移

設や自衛隊増強など条件付きだが，両紙による政治と世論のNIMBY（「世

論調査を考える」の項で説明）の高い壁を崩す具体的な提案を期待したい。

朝日は「天皇メッセージ」に触れていた。「直前まで統治権の総攬者だっ

た」という言葉は，戦前と戦後をつなぐ歴史認識があってのことだと思う。

ゆえに戦後の日本の選択を問う意味を持つ。

復帰50年を機会に「日本を考える」ことは，沖縄においても意味を持つ。

戦後初期から70年以上も疑いもなく使われる「地政学的」という言葉，国

際的緊張における米軍，近年では自衛隊を加えた「軍事優先の安全保障論」

─。これらを一度，洗いざらいとらえ直してみる。「安全保障のジレンマ」

や歯止めのない軍拡のスパイラルにこの国を再び陥らせないためにも，国民

に対するジャーナリズムの責務ではないだろうか。

4  世論調査を考える

「復帰50年」を沖縄県民や全国の人々はどう考えているのか。新聞各社は

世論調査でその意識を探った。調査は，共同通信，毎日新聞・琉球新報，

朝日新聞・沖縄タイムス・琉球朝日放送（3社調査と表記），読売新聞がそ

れぞれ3月から4月にかけて行った（調査方法は毎日・琉新がインターネッ

ト，ほかは郵送方式）。主に基地問題をまとめた（表2）。
「復帰」について，沖縄県民の94％が「復帰して良かったと思う」（共

同），順調に発展してきたと「思う」は「どちらかといえば」を合わせ沖縄

83％，全国78％（読売）と肯定的だ。

一方で基地問題については，在日米軍施設の約7割が集中していることに

「大きく減らすべき」「全面撤去」合わせて沖縄72％，全国57％，「現状の

ままでよい」が沖縄26％，全国40％（共同）。沖縄の基地負担が重すぎる

と「思う」は「どちらかといえば」を含め沖縄83％，全国81％（読売）と
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ほぼ同じ認識だった。

注目されたのは次の調査結果だった。沖縄の基地負担を「不平等」だと

したのは「どちらかといえば」を含め全国で79％（共同）。では米軍基地

を県外で引き取るべきは「賛成」全国58％。しかしながら「自分の住む地

域への移設」には「反対」69％（共同），同様な質問に「反対」全国52％，

「賛成」23％（毎日・琉新）の結果が出た（表2）。

表2　世論調査まとめ

質　問 紙　名 回　答　＊3月～ 4月（共同通信，毎日新聞・琉球新報，朝日新聞・沖縄タ
イムス・琉球朝日放送（3社調査と表記），読売新聞）

「 復 帰 」に
ついて

共同
読売

・「復帰して良かったと思う」　沖縄94％
・ 順調に発展してきたと「思う」「どちらかといえば」合わせて　沖縄

83％，全国78％

基地問題に
ついて

共同

読売

・ 在日米軍施設の約7割が集中していることに「大きく減らすべき」
「全面撤去」合わせて　沖縄72％，全国57％ 
「現状のままでよい」　沖縄26％，全国40％

・ 沖縄の基地負担が重すぎると「思う」「どちらかといえば」含め　沖
縄83％，全国81％

共同 ・沖縄の基地負担を「不平等」「どちらかといえば」を含め　全国79％

共同

毎日・琉新

・ 米軍基地を県外で引き取るべき　「賛成」全国58％，「自分の住む地
域への移設」「反対」全国69％

・「自分の住む地域への移設」　「賛成」全国23％，「反対」全国52％

普天間飛行
場の名護市
辺野古移設
について

共同
朝日など 3
社調査

・政府姿勢を「支持しない」　沖縄67％，全国64％
・沖縄「反対」54％，「賛成」33％，全国は「賛否」各33％で拮抗

日米安保条
約や近年の
東アジアの
緊張につい
て

読売

3社調査

・ 「日米安全保障条約（以下同じで，沖縄の米軍基地）は，日本の安全
に役立っていると思いますか，思いませんか」 
日米安保は「どちらかといえば」を含め「思う」　沖縄67％，全国
87％。「思わない」　沖縄30％，全国11％ 
在沖米軍基地も「思う」　沖縄54％，全国65％， 

「思わない」　沖縄42％，全国32％
・「安保条約維持」は「賛成」　沖縄58％，全国82％

中国や台湾
について

3社調査

読売

・ 「台湾を巡る米国と中国の武力衝突に沖縄が巻き込まれる不安をどの
程度感じるか」　「大いに」44％，「ある程度」41％。自衛隊に関し
て「現状でいく」50％，「強化する」33％（すべて沖縄）

・ 「中国が台湾との衝突を想定し軍備を増強していることや，中国の公
船が尖閣諸島沖で領海侵入を繰り返していることを，日本の安全保
障上の脅威だと感じますか」　「感じる」（「大いに」「多少は」合わせ
て）沖縄，全国とも93％
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1 「沖縄の眼差し」と「沖縄への眼差し」

沖縄タイムス社説（5月6日）は次のように書いた。

「ノット・イン・マイ・バックヤード」（NIMBY，自分の裏庭には置か
ないで）。米軍基地問題に対する本土側のこうした意識が根強いことが
分かる結果となった。「迷惑施設」が一部に偏っているのは不平等だと
思うが，自分の近くには来てほしくない，という本音である。調査から
浮かび上がるのは，沖縄の基地問題が日本全体の問題として認識されて
いない現状だ。

政府と県が対立する普天間飛行場の名護市辺野古移設については，政府姿

勢を「支持しない」が沖縄67％，全国64％（共同）。朝日など3社調査は

沖縄「反対」54％，「賛成」33％。全国は賛否各33％で「拮抗している」。

これらの調査から，沖縄の基地集中の背景に国民意識を求めることは可能

だろう。日米安保の重要性を認識し，沖縄の基地問題の解決に心を寄せつつ

も負担は引き受けたくない。健全な安全保障論議のためにも，多くの県紙社

説が読者に語った「わがこと」として考えることの継続とともに，今後の

具体的な展開を期待したい。

日米安保条約や近年の東アジアの緊張についても各社は質問している。

読売は「日米安全保障条約（以下同じで，沖縄の米軍基地）は，日本の

安全に役立っていると思いますか，思いませんか」。日米安保は「どちらか

といえば」を含め「思う」は沖縄67％，「思わない」沖縄30％。全国は

87％と11％。在沖米軍基地に関しては，同じく「どちらかといえば」を含

め「思う」は沖縄54％，「思わない」42％，全国は65％と32％。朝日な

ど3社調査の「安保条約維持」は「賛成」沖縄58％，全国82％。

中国や台湾に関連した質問もなされた。

3社調査で，「台湾を巡る米国と中国の武力衝突に沖縄が巻き込まれる不

安をどの程度感じるか」に沖縄では「大いに」44％，「ある程度」41％。
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自衛隊に関して「現状でいく」50％，「強化する」33％。

読売は次のように質問，「中国が台湾との衝突を想定し軍備を増強してい

ることや，中国の公船が尖閣諸島沖で領海侵入を繰り返していることを，日

本の安全保障上の脅威だと感じますか」。「感じる」が「大いに」と「多少

は」合わせて「沖縄，全国とも93％に上った」。

読売社説（15日）は「米軍基地が安全に役立っている」との回答が「沖

縄県民でも過半数に達した」としたうえで，「アジアの安全保障環境が厳し

さを増すなか，基地の重要性が改めて認識されているのだろう」。朝日は5

月11日の3面で「中国の軍事的台頭による沖縄周辺での安全保障環境の悪

化に懸念を抱く一方，沖縄の声に無視を決め込む日本政府に不満を募らせ

る─そんな沖縄県民のジレンマといらだちがにじむ」と分析。その一節で

「沖縄の政治的・地理的重要性が増し，沖縄県民もそのことを理解している」

と読み解いている。安全保障環境の変化と基地の重要性に対する県民意識に

ついては，両紙は同じような分析といえよう。

ここでの「政治的・地理的重要性への県民の理解」について，時間軸を

長くしながら考えてみたい。72年復帰前後からの日米安保体制への県民の

意識の変化をたどってみた。

1967年，朝日と沖縄タイムス（協力）の世論調査で「沖縄の米軍基地は，

極東の平和や日本の安全に必要という意見」への賛否では，「賛成」が沖縄

28％，全国40％，「反対」沖縄40％，全国30％。復帰した72年同調査で

沖縄の日米安保体制への評価が逆転していく。「日本の安全を守るために必

要と思うか」に「思う」30％，「思わない」25％。ほぼ同レベルながら容

認が上回り，復帰30年の2002年同調査では「日米安保条約の維持」に賛

成56％，反対30％（全国は賛成71％，反対15％）。

安保体制に否定的だった世論は復帰直後に逆転し，容認が増えている。た

だし，先の読売調査でも「役立つと思う」は全国より20ポイント低かった

ように，全国との違いは長い時間のなかで変わらずに示されてきた。一方で

今回の調査で示された中国の動きや台湾危機への不安は，沖縄に限ったこと
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ではなく全国と共通する。

これに過重負担による基地の整理縮小や辺野古移設反対という調査結果を

あわせると，沖縄県民は有事を想定した「基地の重要性」や「政治的・地

理的重要性を理解している」という分析には簡単にはたどり着けない。

沖縄戦体験からくる平和志向もあわせて考えると，むしろ県民の「譲れ

ない認識」があるように思える。今回の世論調査から読み取れるのは「地

政学的役割」への理解ではなく，むしろ役割を与えられることによる「有

事への不安」が読み取れるのではないだろうか。

5  結び

沖縄の主張は至ってシンプルなのかもしれない。

「沖縄戦を経験し過重な基地の負担に苦しんできた沖縄は『軍事力では平

和は実現しない』と身にしみて知っている」（琉球新報社説5月7日「人間

の安全保障」）。

復帰50年の沖縄が伝えたいことはこの言葉に尽きるようだ。

安倍晋三元首相の「台湾有事が日本有事」，岸田文雄首相の「ウクライナ

は明日の東アジアかもしれない」発言が相次いだ際の社説は，「緊張を高め

るだけで無責任だ」と反論している。

日本が有事になるということは，国土が戦場となり，国民が犠牲になると

いうことだ。だから矛を鍛えよ，なのだろうか。沖縄が学び，77年前に日

本も学んだことは政治の弱さが戦争の道に繋がった，ということだった。沖

縄は日本のなかでこの記憶を強く残している数少ない地域かもしれない。

芥川賞作家で2020年10月に95歳で亡くなった大城立裕さんは晩年の小

説『辺野古遠望』（2017年2月）で次のように書いている。

翁長県政と安倍政権が対峙していた時期だった。

「生きているうちに沖縄の問題は片付くだろうか。いくらか期待感もあっ
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たが，この頃ではほとんど絶望している」。菅官房長官の「辺野古移設しか

ない」発言に，「国内軍事植民地をつくるための琉球処分の伝統が今に生き

ていて，松田道之を真似るように粛々と述べている」。ちなみに松田道之と

は，明治政府が琉球王国を廃し沖縄県とした琉球処分において中心的役割を

果たした内務官僚である。

沖縄2紙が用いる「構造的差別」という言葉には，沖縄が日本と出会って

からの歴史が深く刻まれている。

6月23日は沖縄戦が終わったとされる「慰霊の日」。人々は喪に服し死者

と会話し，孫たちに「平和」について語り継いできた。沖縄タイムス社説

は今年，「戦争にまつわることが次々と生活に侵入」し，「戦争が生々しく

露出してきた」と書いている。

「空気によって流され，気が付いたら後戻りのできない地点にいた，とい

うのが一番怖い」。─日本の新聞は，過去においての戦争への加担と，戦後

の民主主義の双方を記憶している数少ない組織といえる。「復帰50年」報道

は，沖縄を素材に，新聞が考える力を確かめる契機になったと信じたい。

※新聞資料については，美浦克教氏（ニュース・ワーカー），沖縄タイムス社に協力いただいた。
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